
1 7 年 国 調人

口
1 2 年 国 調
増 減 率

住
民
基
本

1 9 . 3 . 3 1
1 8 . 3 . 3 1
増  減  率

47,207 人
人
％

45,077
4.7

47,954 人
人47,640

0.7 ％

１７ 年 国 調区 　 分

479

2.0
第 １ 次

第 ２ 次
10,241

42.0

産 　 　 　 業 　 　 　 構 　 　 　 造

１２ 年 国 調

2.2

515

10,767

45.2

第 ３ 次
13,579

55.7

12,513

52.5
配 当 割 交 付 金
株式等譲渡所得割交付金

歳  入  一  般  財  源  等
千 円

5,638,328

22,848 0.1

面 　 積

人 口 密 度

(k㎡)

(人)

83.85

563

22,848 0.2
19,408 0.1

都 道 府 県 名

17

石 川 県

団 体 名

2111

能美市

市 町 村 類 型 Ⅰ－２

地方交付税種地 2 - 3

歳 入 の 状 況

区 分 決 算 額 構 成 比 経 常 一 般 財 源 等 構 成 比
地 方 税
地 方 譲 与 税
利 子 割 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

ゴルフ場利用税交付金

特 別 地 方 消 費 税 交 付 金

自動車取得税交付金

軽 油 引 取 税 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金
地 方 交 付 税
普 通 交 付 税
特 別 交 付 税

( 一 般 財 源 計 )
交通安全対策特別交付金

分 担 金 ・ 負 担 金
使 用 料
手 数 料
国 庫 支 出 金
国 有 提 供 交 付 金

都 道 府 県 支 出 金
財  産  収  入
寄 附 金
繰 入 金
繰 越 金
諸 収 入
地 方 債

歳 入 合 計

6,936,149 35.8 6,418,644 54.8
632,152 3.3 632,152 5.4

19,408 0.2
19,320 0.1

454,910 2.3 454,910 3.9
54,649 0.3 54,649 0.5

- - - -
146,848 0.8 146,848 1.3

- - - -
172,079 0.9 172,079 1.5

4,431,683 22.9 3,748,435 32.0
3,748,435 19.4 3,748,435 32.0
683,248 3.5 - -

12,890,046 66.6 11,689,293 99.9
8,279 0.0 8,279 0.1
44,485 0.2 - -

913,715 4.7 3,067 0.0
19,807 0.1 - -

1,367,561 7.1 - -
- - - -

752,269 3.9 - -
112,289 0.6 - -
101,752 0.5 - -
284,193 1.5 - -
310,319 1.6 - -
570,668 2.9 2,403 0.0

1,986,700 10.3 - -

19,362,083 100.0 11,703,042 100.0

市 町 村 税 の 状 況

区 　 　 分

個 人 均 等 割

普 通 税

所 得 割
法 人 均 等 割
法 人 税 割

固 定 資 産 税
うち純固定資産税

軽 自 動 車 税
市町村たばこ税
鉱 産 税
特別土地保有税

法 定 普 通 税

法定外普通税

旧 法 に よ る 税

6,405,901

入 湯 税
事 業 所 税
都 市 計 画 税
水利地益税等

合  　 計

収 入 済 額 構成比 超 過 課 税 分

6,405,901 92.4 133,467

92.4 133,467
2,759,689 39.8 133,467

70,123 1.0 -
1,872,410 27.0 -

-

129,484 1.9

-

21,466
687,672

-

9.9 112,001

-

3,233,831 46.6

-

3,221,445 46.4

-

75,453 1.1
336,928 4.9

-

-
-

-

-目 的 税

-
-

-

-

530,248 7.6

530,248 7.6
12,743 0.2 -

- - -
517,505 7.5 -

133,467

指 定 団 体 等

新 産

工 特

低 開 発

産 炭

山 振
19,320

過 疎

給 料 月 額 ( 百 円 )

首 都

近 畿

中 部

市 町 村 圏

現在高

財 政 再 建
指数表選定

財 源 超 過

×

×

×

×

○
0.2

×

２．東京都特別区における基準財政収入額及び基準財政需要額は、特別区財政調整交付金の算出に要した値であり、財政力指数は、前記の基準財政需要額及び基準財政収入額により算出した。

×

×

○

○

-

×

×

×

区 　 　 　 　 分 平成 1 8年度 (千円 ) 平成 1 7年度 (千円 )

収

支

状

況

歳 入 総 額
歳 出 総 額
歳 入 歳 出 差 引
翌年度に繰越すべき財源

実 質 収 支
単 年 度 収 支
積 立 金
繰 上 償 還 金
積 立 金 取 崩 し 額
実 質 単 年 度 収 支

19,362,083 21,806,796
19,027,061 21,196,477

335,022 610,319
100,098 50,304
234,924 560,015
-325,091 -388,466
10,333 5,150
18,885 33,200
40,000 248,000

-335,873 -598,116

平成１８年度

一

般

職

員

等

区 　 　 　 分 職員数(人) 給 料 月 額 ( 百 円 ) 一 人 当 た り 平 均

一 般 職 員
うち技能労務員

教 育 公 務 員
消 防 職 員
臨 時 職 員

合 計

432 1,289,510 2,985
10 21,340 2,134
- - -
- - -
- - -

432 1,289,510 2,985

一 部 事 務 組 合 加 入 の 状 況 特 別 職 等 定 数 適用開始年月日 一人当たり平均給料

議員公務災害

非常勤公務災害

退 職 手 当
事務機共同

税 務 事 務

老 人 福 祉

伝 染 病

×

×

○

×

×

×

×

し 尿 処 理 ○

ご み 処 理 ○

火 葬 場 ○

○常 備 消 防

小 学 校 ×

中 学 校 ×

そ の 他 ○

市 区 町 村 長 1 19.04.01 8,722

副市区町村長 1 19.04.01 7,007

収 入 役 - - -

教 育 長 1 19.04.01 6,419

議 会 議 長 1 17.12.01 4,500

議 会 副 議 長 1 17.12.01 3,900

議 会 議 員 20 17.12.01 3,700

性 質 別 歳 出 の 状 況

区 分 決 算 額 構 成 比 充 当 一 般 財 源 等 経常経費充当一般財源等 経常収支比率

人 件 費 2,968,332 15.6 2,418,834 2,417,678 19.5
う ち 職 員 給 2,133,961 11.2 1,619,871 - -

扶 助 費 1,883,728 9.9 1,179,992 1,168,134 9.4
公 債 費 2,337,805 12.3 2,156,028 2,137,143 17.2

元 利 償 還 金 2,335,546 12.3 2,153,769 2,134,884 17.2
一時借入金利子 2,259 0.0 2,259 2,259 0.0

( 義 務 的 経 費 計 )
物 件 費

7,189,865 37.8 5,754,854 5,722,955 46.2
3,075,296 16.2 2,229,204 2,135,853 17.2

維 持 補 修 費 191,657 1.0 180,474 180,474 1.5
補 助 費 等 2,824,132 14.8 2,713,205 2,239,245 18.1

うち一部事務組合負担金 1,048,392 5.5 1,048,392 1,004,395 8.1
繰 出 金 1,934,377 10.2 1,829,052 1,448,408 11.7
積 立 金 308,799 1.6 239,560 - -
投資・出資金・貸付金 227,798 1.2 3,705 - -
前年度繰上充用金 - - -

3,275,137 17.2投 資 的 経 費 698,438
136,101 0.7う ち 人 件 費 114,531

3,188,473 16.8普通建設事業費 659,174

う ち
7.1{ 1,791,602 9.4 608,230

災害復旧事業費

1,349,048 41,121

86,664 0.5 39,264
-失業対策事業費 - -

歳 出 合 計

内

　

訳

19,027,061 100.0 13,648,492

内
訳

経常経費充当一般財源等計
11,726,935 千 円

経  常  収  支  比  率
94.6 ％ ％100.2

(減税補てん債及び 
 臨時財政対策債除く)

平成17年度 (千円)

13,983,514

8,529,920

うち減税補てん債

議 会 費

区  分 決 算 額 (Ａ)

211,797

構成比

1.1

( Ａ ) の う ち
普 通 建 設 事 業 費

-

( Ａ ) の
充 当 一 般 財 源 等

211,797
総 務 費 1,828,314 9.6 118,524 1,593,287
民 生 費 5,028,120 26.4 294,378 3,229,721

1,670,281衛 生 費 8.8 2,044 1,521,927
労 働 費 3,092 0.0 - 3,092
農 林 水 産 業 費 873,798 4.6 268,163 645,849
商 工 費 1,255,424 6.6 168,334 724,156
土 木 費 2,910,484 15.3 1,558,839 1,452,158
消 防 費 498,120 2.6 31,241 490,897
教 育 費 2,323,150 12.2 746,950 1,580,304
災 害 復 旧 費 86,664 0.5 - 39,264
公 債 費 2,337,817 12.3 - 2,156,040
諸 支 出 費 - - - -
前年度繰上充用金 - - - -

7,371,974

市 町 村 民 税

- -
-

歳 出 合 計 19,027,061 100.0 3,188,473 13,648,492

公
営
事
業
等
へ
の
繰
出

合  計

下 水 道

病 院

上 水 道

市 場

国民健康保険

そ の 他

2,342,636
1,047,000
396,512

2,595
200,424

11,747

684,358

国
民
健
康
保
険
事
業

実  質  収  支 1,985
再 差 引 収 支 -29,162
加 入 世 帯 数 ( 世 帯 ) 7,561
被 保 険 者 数 ( 人 ) 14,920

被保険者
１人当り

保険税(料)収入額 82
国 庫 支 出 金 66
保 険 給 付 費 167

区　　　分 平成18年度 (千円)

11,184,065

基準財政収入額 5,969,985
基準財政需要額 8,795,213
標準税収入額等 7,740,975
標 準 財 政 規 模 11,489,410
財 政 力 指 数 0.65
実質収支比率 2.0
経常一般財源等比率 101.9
公債費負担比率 15.4
公 債 費 比 率 14.7

起債制限比率 8.7

積立金 財  調 3,069,476
減  債 546,560
特定目的 4,172,157

地 方 債 現 在 高 27,727,918
うち政府資金 11,479,598(

支
出
予
定
額)

物 件等購入 491,000
保証・補償 -
そ  の  他 -
実質的なもの 11,906

収 益 事 業 収 入 -
土地開発基金現在高 761,513
徴
収
率

現
年計

98.6 93.6
98.9 96.1
98.2 91.3

合  計
市町村民税
純固定資産税

(％)

(％)

(％)
(％)

(％)

決 算 状 況

( 特 別 区 財 調 交 付 金 )

( 単 位 千 円 ･ ％ )

補 助
単 独

うち臨時財政対策債

( 単 位 千 円 ・ ％ )

( 単 位 千 円 ･ ％ )

会

計

の

状

況

(報酬)月額(百円)

(％)

[ ･ ]{

台
帳
人
口

0.63

債
務
負
担
行
為
額

11

目 的 別 歳 出 の 状 況 (単位千円 ･％ )

62,200 0.3 - -
625,200 3.2 - -

（注）１．普通建設事業費の補助事業費には受託事業費のうちの補助事業費を含み、単独事業費には同級他団体施行事業負担金及び受託事業費のうちの単独事業費を含む。

法 定 目 的 税

-

-

-法定外目的税

6,936,149

- -

100.0

5.0
100.5
14.0
14.1
9.2
7.6

2,799,143
545,532

4,118,912
27,608,229
11,235,781

の 指 定 状 況

13.1実質公債費比率(％)

450,000
-
-

12,757
-

761,513
98.5 93.7
98.9 95.8
98.2 91.8


